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欧米流の建設マネジメン ト手法の研究が 日本で も積極的に行 われている.ま た,一 部 を

日本型に改良 した手法を導入 しつつ もある.一 方,米 国社会 をクレーム社会,契 約社会 と

認識 しなが らもその実像 を体験的 に理解 している 日本人は多 くない.本 稿は,グ ローバル

化を 目指す 日本の建設業,あ るいは 日本にお ける今後の建設契約の進展に供す るため,筆

者 らが直面 した橋梁建設工事 にお けるクレームの提起 と解決 を通 し,米 国の契約マネ ジメ

ン トについて解説 し考察す る.

本稿では,米 国カ リフォルニア州において実施 した建設契約 をもとに,

(1)契 約並びに工事に関わる紛争解決手順 とそのメ リッ ト,デ メリッ ト

(2)工 期延長や設計変更並びに請負範囲変更に関す る係争事例 とクレーム提起及び係争

解決の要点

について事例 を交えなが ら一般論 としての筆者 らの考 えを述べ る.

また,米 国のようなク レーム ・契約社会で,外 国企業 とい う立場か ら対等に交渉を進め

ることが出来る契約マネジメン トのあ り方について提言す る.

【キー ワー ド】米国,契 約,紛 争解決,補 償

1.は じめ に

米 国 は,契 約社 会 あ るいは ク レー ム社 会 と言 われ て

い る.Longman辞 書 に よると,ク レー ム(Claim)と は

"t
o state that something is true, even though it 

has not been proved"

また は,
"t

o state that you have a right to something or 

take something belong to you"

とあ る.

す な わ ち,ク レー ム とは正 当な権 利 の主 張 で あ り,

日本 でい う苦 情(complaint)と は根 本 的 に異 な る.

ク レー ム を提 起す る際,正 当な権 利 の根拠 とな るの

が契約 書 で あ る.こ れ を米 国人 は"PerSpec(契 約 書

通 り)"と 表現する.

このように契約社会 ・クレーム社会 とは,正 当な根

拠 に則った権利をはっき りと主張 し,定 め られた規準

に沿って解決 を行 う社会である.し たがって,米 国の

契約制度や ク レーム手続 きか ら日本が研究すべ き建

設マネジメン ト上のテーマは多い.

特に近年,納 税者 に対す る説明責任 の向上が問われ

ている 日本において,発 注プロセスの透明性,請 負者

の履行責任,あ るいは第三者機 関による発注者や請負

者 の行為に対するモニタ リングとい う観点から,米 国

の建設 マネ ジメン トシステムが 日本 の建設マネジメ

ン トシステ ムを改善す る上で寄与す る部分は少 な く

ない.

ただ,新 システムを導入 しようとす る場合 には,そ
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れを受 け入れるだけの精神的改革が基盤 になる.日 本

のよ うに,発 注者権限が大きい社会では,ま ず発注者

側か ら 「変化を受容する」態度 を持つ ことが肝要では

ないか.

本稿 は,米 国カ リフォルニア州交通局が発注する橋

梁建設工事の経験 をもとに,原 初契約か らの変更に伴

って生 じるク レームの提起 と解決 を中心に,米 国にお

ける契約マネ ジメン トシステムの手続 きの透 明性 に

ついて解説 し,そ の長短を考察する.

2.で は建設契約における紛争解決の諸手法につい

て述べる.3.で は工期延長に関連す る紛争の解決,

4.で は契約範 囲変更 に関わる紛争 の解決 について,

それぞれ議論する.5,で 契約マネ ジメン トのあ り方

について,ク レーム事例を用いなが ら一般論 としての

筆者 らの考えを述べる.

2.紛 争解決の諸手法

カ リフォルニア州の橋梁工事の場合,契 約か ら完工

まで主要な進捗過程 ごとに,紛 争解決の手法が契約 の

図-1紛 争解決の視点から見た工事 プロー
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中に組み込まれていた1)(図-1参 照).

これは,米 国の建設マネジメン トが 『経過 を見せる

マネ ジメン ト手法』 として成熟 しつつある証左 の一つ

である.

他方,日 本 においては,発 注者 と受注者 の双方が作

業経過にできるだけ口をはさまず,相 互信頼 を通 じて

円滑に遂行 しよ うとす る 『信義則』が基盤である2).

とは言え、 目本の発注の場合、入札図書 と異なる解釈

を決定す る時は、打合覚等により発注者の了解 を得て

いる習慣が定着 してお り一概 には断定できないが、相

互不可侵 の領域が拡大すれば,外 部に対する透 明性は

低下する.透 明性の向上 とい う点で,米 国の先進 性を

認めることができる.

以 下にカ リフォルニア州交通局の施 工契約を例 に,

主要 な紛争解決手法について以下に説 明する.

(1)入 札 ・契約時の紛争解決条項3)～6)

日本では,契 約 の締結にあた り紛争 を想定 し,紛 争

解決手法 を具体的に規定す る事例は少 ない.一 つは発

注者 の権限が大きいためであ り,他 の一つは 日本の建

設契約は 『信義則』を背景に しているためである.

反 面米国では,契 約にいたる過程で工事途中の紛争

発生を想定 し,速 やかな解決 を助長する条項 をあ らか

じめ定めてお く.発 注者 と受注者の対等性 が,契 約の

具体的条項に したがって明確 にされている.代 表的な

条項 を以下に解説する.

①Escrow Document(捺 印証書)

Escrow Documentと は,入 札者が入札金額を策定す

るに到った裏づ け資料(工 事金額見積根拠,工 期試算

根拠など)を 保管す るものである.将 来紛争が発生 し

た場合,契 約に到った金額的根拠や工期的根拠まで遡

及す る必要が生 じた時に活用する.

入札者(時 には,下 請も含む)は 裏づけ資料 を発注

者の立会いのもと第三者機 関へ預 ける.預 託後は この

書類 は封印 され,発 注者 と受注者の両者 の合意がない

限り引き出す ことは出来ない.

②Time Related Overhead(工 期関連 の間接費)3)～6)

建設契約 において多発す る紛争のひ とつに工期変

更がある.Time Related Overheadと は,工 期変更が

生じた場合に,変 更期間に相 当する間接費を入札者が

入札時に設定 しておくものである.

ただし,入 札者 はこの間接費を,入 札金額の構成要

素として組み込まなければな らないため,恣 意的 に割

り増す ことは入札者 にとって不利である.

紛争が生 じた場合,直 接工事費に比べ間接費の査定

は困難であったが,こ の手法が導入 された ことにより

工期変更に伴 う間接費が明確化 され る.

日本 の建設 契約 において も導入 を考慮 して よい公

正 な規定である.

③Payment Bond(支 払い保証)

発注者は元請に対 し,下 請保護の一環 として支払保

証 を要請す る.こ れ をPayment Bondと い う.日 本で

も最近 『ボン ド制の導入』に係 わる議論が活発である

が,そ の対象 は元請 の履行責任 の保証(Performance

Bond)が 中心であ り,下 請への支払保証については議

論が未成熟である.従 来、元請 けは 「支払い」 とい う

行為 を武器 に、下請 けに対 し優位 な立場 にあった.

Payment Bond制 度 を導入す ることによ り、支払い行為

は武器にな らず、紛争の際、両者は同 じ土俵に上がる

ことになる.こ こにも,米 国での発注者-元 請-下 請

相互の契約上の対等性が窺える.日 本でもさらに活発

な議論が必要 と考える.

カ リフォル ニア州では,元 請契約金額の100%を 保証

させるのが標準3)で あるが,大 規模 工事の場合低減 さ

れ る場合 もある.こ の手法は,発 注者が元請 ・下請 の

支払いに伴 う紛争 に介入 しない と同時に,下 請への支

払 を第三者が保証する点が特徴である.元 請による支

払が停滞 した場合,下 請は第三者へ支払いを求めるこ

とができる.

(2)施 工途中の紛争解決手法

発注者が絶大な権限をもつ 日本では,請 負者が発注

者 を相手取って紛争を起 こす事例は稀有 である.一 方,

発 注者 と請負者 は果たすべ き機能 が異 なるだけで あ

つて立場は対等 とす る米国では,原 初契約に則った義

務の履行 あるいは権利 の要求 に係 わ る紛争 は 日常的

である.し たがって,施 工途中に生 じる紛争に関 して

も,周 到に紛争解決手法 が規定 されてい る.

表-1は,発 注者 と請負者の間の紛争解決手法 とそ

の特徴である7)～12).個 々の契約 によりどの手法を採

択す るかは,双 方が戦略的に策定する.以 下,日 本で

は導入 され ていないパ ー トナ リング(Partnering)と

DRBに ついて解説す る.

① パー トナ リング(協 働)7)

パー トナ リングは,発 注者 と請負者で構成 し、紛争

解決のためのひ とつの手法である.課 題 に応 じて,主
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表-1紛 争解 決 手法9～17)を基に筆者が編集

要な下請 も参加す る.

パー トナ リング会議では,フ ァシ リテー ターが進行

を努 める.発 注者 と受注者が契約の円滑な遂行 を目指

し,そ のために必要な策定事項 と課題 を明確 にした上

で,双 方が協力または譲歩 しうる解決策 を助長す るこ

とが,パ ー トナ リングの 目的である.

定期的に開催 され,紛 争に到る以前に解決を試み る

手法 として有効である.細 かい紛争のタネの多くはこ

の手法で解決 され る.

②Dispute Review Board(紛 争解決委員会)7)8)

時 には、パー トナ リングが十分 に機能 しない場合 が

ある.例 えば、契約書の表現が十分明瞭 と言えず、契

約書 の解釈に、両者間で根本的な違いがあるような場

合である.こ のような時,発 注者 と請負者は当該専門

分野 の有識者による解決 を要請す る.そ れをDRBと

い う.

DRBは,経 験 ・専門知識を有する第三者の中か ら,

発注者が推薦する者,請 負者が推薦す る者,そ の両者

が推薦す る者,各1名 によって構成す る.両 者推薦 の

1名 は,大 学教授 あるいは当該領域の有識者が任命 さ

れ,委 員会の代表 となる.

DRBで は発注者,請 負者がそれぞれ の主張をプ レ

ゼンテーションす る.双 方の主張をヒア リングした後,

DRBは 紛争解決のための意見書 を推奨する.DRB

の意 見書には拘束力はな く,不 服の場合 には,工 事終

了後 に用意 されている紛争解決手法の中から 『調停』

や 『仲裁』 を選択す る.

パー トナ リングやDRBは,工 事が進捗する過程 に

おいて発生す る紛争 を、それぞれの段階で解決 してい

くための独立 した周到な手段である.完 成期 日の延期

に対す る影響 を最小限に とどめる手法 として有効 と

いえる.

(3)工 事終了時における紛争解決システム

既存橋梁の修繕や 更新 が中心を占めてい る米国の

橋梁建設契約では,供 用中の交通 を遮断 しなが ら工事

を実施せ ざるを得ず,工 期の延伸は最 も避 けるべき事

態である.

このため工事進捗途 中に,む やみに訴訟や調停が生

じることは好ましくない.な ぜな ら,中 断による不必

要な工事遅延を生 じるからである.

このような事態を避 けるため,契 約書には一次提案,

二次提案,最 終提案 とい う発注者か らの提案段階を設

けてお り,紛 争が当事者 間で解決 され る機会 を増やす

と共に,双 方が納得 した上で調停へ進むよ う,枠 組み

している3)9).

なお,上 記枠組みは発注者 が提案す るものであ り,

請負者 はその提案 を承諾す るか否かを判断す る.第 三

者 が加 わることはない.

(4)米 国紛争解決手法 に関する考察

以上のように,米 国には 日本にはない紛争解決手法

がいくつかある.し たがつて,米 国や類似契約概念 を

採用す る国において建設契約 を締結す る場合,こ の手

法に関するメリッ ト,デ メリッ トを理解 してお くこと
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は重要である.

① メ リッ ト

・ 紛争解決手順が契約書に明記 されてお り,請 負者

の当然 の権利 として位置付け されてい るた め,発

注者,請 負者が対等に話 し合える.

・ 契約書 は
,紛 争発生 を前提 として構築 されている

ため,紛 争の解決 を助長す ることができる.

・ 第三者が関わるこ とによ り客観的判断が行われ る

ため,紛 争結果に対 し当事者 に不信感が残 りに く

い.

・ 解決にあた り,責 任 の所在,紛 争 の原因,紛 争 の

処置が明確 であるため,納 税者に対す る説明責任

が容易である.

・ 紛争解決の機会が多い.

② デ メリッ ト

・ ク レームの証拠資料 としては
、 口頭通信はほぼ無

効 であ り,い きおい文書主義にな り多量の書類 を

準備す る必要がある.

・ 第三者裁定を依頼す る場合があるため ,紛 争解決

に際 し,双 方 に予定外の経費が発生す る.

・ 契約条項に精通 していない場合
,権 利 を運用でき

なかった り,義 務履行 を怠った りす る可能性 が高

く,こ のような場合紛争解決 において著 しく不利

となる.(例 えば,図-1の"Notice Of Potential

Claim;ク レームの通知"は 事象発生後,15日 以内

と決め られ てお り,こ の通知 を怠るとク レームす

る権利す ら失 う.)

3.工 期延長に関するク レー ム

公共工事標準請負契約約款第三条(a)に よれば、

「請負者 は発注者に代金内訳書 と工程表 を提出 し承

諾を得 る。だが、これ らは発注者 と請負者 を束縛 しな

い。」となっている。高知工科大 草柳教授によれ ば、

そのために 日本 では経過 を見せ る必然性が希薄 にな

っているとい う13).

他方米国では,契 約時の完成期 日は契約の前提 とし

た合意事項に裏打ちされた期 日であるため,途 中で前

提事項が覆れ ば,契 約総額 も完成期 日も変更す ること

が当然となっている.も ちろん、 日本でも契約図書に

よれば前提条件が覆れば完成期 日、契約金額 を変更す

る規定になっている.だ が、米国ほど頻繁かつ多様 な

請負者による要請が生 じる事例は寡 聞である.

つま り,米 国の建設契約は経過を見せ る必然性を伴

っている.こ の点,日 本 の建設契約が米国から学ぶ手

法は多い.

ここでは,工 期延長に関す るクレームについて考察

す る.

(1)工 期延長ク レームの必要条件

一般 に
,以 下の条件 を満足 しかつそれを証拠立てる

書類が整えば工期は延長できる.

① 原因:工 期 を延長す る理由が,原 初契約の範 囲外

であ り,か つ,そ の発生原 因が請負者 の責任 では

ないこと.

② 全体工期への影響:全 体工期に影響す ること.ク

リティカルパスに影響する作業 に遅れ が発 生 して

いること.

③ 代替案:工 期 を延長せず,人 員や資機材 を追加投

入する等の回復措置に くらべ,工 期 を延長す る費

用の方が少ない と試算 され ること.

④ 通知:工 期延長理 由が発生 した 日か ら数 えて,規

定内の適切 な時期 に工期延長要求 を提 出 している

こと.

例えば,契 約外工事の追加発注,異 常気象,ス トラ

イキ,第 三者による工事妨害な ど請負者が管理できな

い出来事の発生,関 連 ・隣接工区の遅れ,地 盤条件の

変更,過 剰品質要求,承 認図書等 に対す る回答遅れ等,

工期延長の理 由は広範である.

(2)工 期延長の処理

前項のよ うな理 由が証明された場合,延 長 日数が確

定する.請 負者 の責任によらない遅れ と,請 負者の責

任による遅れが複合 した理由になってい る場合(こ れ

を"Concurrent Delay"と い う)に は,完 成期 日の延

長のみ変更 され る場合がある.請 負者 の責任によらな

い理由のみで遅れた場合 には,完 成期 日の変更 と同時

に契約金額 も変更す る.

遅れに伴 う請負者 の追加費用は,以 下によ り算定す

る.

a)直 接費

機材の レンタル期間の延長,作 業員の契約期間の延

長,資 材の有効期限切れ に伴 う再調達費用 といった直

接費用 は,支 払証 明書により増額分 を認 められる.

b)間 接費

① 間接費比率の固定 元請か ら下請への発注費は直

接費であ り,そ こには元請の間接費用が入 ってい
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ない.こ れ を救済す るため,カ リフォルニア州で

は間接費を契約時から固定 している.例 えば,材

料発注については発注額の15%,下 請発注に対 し

ては5%,追 加労務者に対 しては33%を 元請間接

費 として規定 している.こ の料率で も吸収できな

い ような間接費が発生 し,そ れをクレーム として

要求す る場合 には,CPA Audit Report(公 認会計

士の監査証明)を 沿えて請求することを義務付 け

ている.

②Time Related Overhead(時 間関連間接費)工 事

量 と直接 関係 がな く、工事期間の延長 に起因す る

間接費は,① の方法で も救済 されない.カ リフォ

ルニア州では,こ れ らの時間関数の間接費 につ き,

前述のようにTimeRelated Overheadと い う規定

を設け一 日あた りの間接費を,入 札時に確定 して

い る.

(3)工 期に関わ る紛争

(事例その1:客 先⇔元請け下請 け間の紛争)

実際の紛争事例 として,筆 者 らの鋼桁製作工場に常

駐 した発注者の検査官が,十 分 な権限委譲を受けてい

なかったことに起因 し,工 期遅れが発生 した事例 を挙

げる.

a)契 約上の規定

契約書は,工 場の製作期間甲,検 査官が常駐す るこ

とを義務付 けている.検 査官の権限に関す る契約書上

の明瞭な規定はない.一 般に検査官は,検 査 は行な う

が仕様書の解釈や工学的判断は加 えない.そ れは,仕

様書上the Engineerの みが行な うとされる.

b)遅 れの発生

一般 に鋼桁を製作する場合,溶 接による変形を補正

す るため加熱 に よって歪取 を行 な うことは特例 では

ない.一 方,AWS(ア メ リカ溶接基準)は 「補修は,

その都度エンジニアが判断す る.」 と記述 してい る.

これに基づき検査官は,「 歪取は補修 であり,加 熱

の承認 はエンジニアの権限である.検 査官の権限を超

えている.」 と主張 した.そ の結果,1部 材 ごとに歪

形状 を計測 し,歪 形状を報告す ると共 に加熱歪取 りを

行な う箇所 と量を提言,そ れを本 国のエンジニアに報

告 し本庁が諾否 を定める,と い うプロセスを要請 され

た.

そのためにタイム リーな流れ作業が出来ず,製 作 を

しば しば中断 した.

c)論 争,Partnering

ここに内在する問題は2つ ある.す なわち① 工場 に

常駐する検査官に委譲 されている権限に関する解釈,

②歪取作業 はAWSが 規定す る補修 に該 当す るかに

関する解釈である.

担当者 間の話 し合いえでは解決できず、パー トナ リ

ングの結果,① を充足するために歪取作業を承認でき

る権 限を本庁エ ンジニアか ら現場駐在エ ンジニアに

委譲 させた.ま た,② については不明瞭な規定を合理

化するために,標 準変形 と標準歪取要領 を本国のエ ン

ジニアに承認 させ,標 準的な歪取作業は補修の対象外

とできた.

d)DRB

パー トナ リングによるc)の 措置により,そ れ以降

の遅れや滞留は解消できた.だ が,そ れ以前に,す で

に一ヶ月近 くの遅れが発生 していたため,請 負者は当

該遅れ に対する損害額を求償 した.

しか し,発 注者は,c)の 措置は発注者の譲歩であ

つて請負者の権利ではない として,求 償 を承諾 しなか

った.両 者 の話 し合いによる解決は暗礁 に乗 り上げ,

本 クレームはDRBに よる解決へ移行 した.

e)DRB結 果

DRB実 施後約 一 ヶ月 して請負者 のク レー ムを支

持する意見書が通知 された.そ の意見書に両者 が従 う

ことを表明 した結果,本 ク レームによる工期延長 と,

それ に伴 う直接費,間 接費 の求償額が,『 変更命 令

(Change Order)』 として発行 された.筆 者 らのク レ

ームが承認 されたわけである.

(4)工 期変更ク レーム に関す る考察

工期に係 わるクレームを提起す る場合,3.(1)

の条件 を満足す るこ とを どのよ うに証明す るかが肝

要である.

通常、米国の大型工事現場では専門のスケジューラ

ーを配置 し
,工 程 の進捗管理のみならず,提 出書類の

日程管理,特 にクレーム等 の通知 日程管理 を重視 して

い る.

工期に影響が生 じる,も しくは影響が予想 される場

合,ス ケジュー ラーは工程上のクリティカルパスへの

影響はもちろん,影 響 に伴 う金額的被害を算定 し,い

つまでに クレーム手続 きを完 了すべ きか を適 宜把握

す る.カ リフ ォル ニ ア州 の特記仕様 書 の よ うに,

Primavera Project Plannerと い うソフ トの使用 を勧
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奨 し,工 事進捗管理システムの構築を促す場合す らあ

る.日 本で も大いに活用すべ き手法である.

これに反 し,こ の種 の書類作成や管理は日本人が不

得手 とする領域の一つである.米 国ではクレームを通

知す る書類の提出を怠 ったばか りに,多 額のクレーム

権 を消失す ることも皆無ではない.

工期延長 に伴 うクレームの提起 と解決,な かんず く

間接費の処理 について,米 国の契約マネジメン トは非

常に体系的である.一 連 の手間 と係争す る金額 を比較

した場合,こ の体系的手法は,発 注者 ・請負者 の双方

が享受できる利点がある.

先の事例が示す ように,き わめて 日常的な作業が原

因であっても,契 約書の解釈が多義な らば,正 当な論

理 の構築 によって多額の請負金増加 に直結す る場合

もある.こ の事例 は,発 注者の検査官の権 限が十分で

ないために起こった遅れではあるが,契 約書の不明瞭

な条文 を突き,パ ー トナ リングやDRBな どの契約書

で規定されている紛争解決手法を活用 し,損 害の賠償

を勝ち取った典型 である.

4.契 約範囲 に関す るク レーム

契約 の重要事項 は,Price(価 格)・Scope(範 囲)・

Schedule(工 期)に 集約できる.特 に契約マネジメン

トの上で重要なのが契約範囲である.

契約範囲が不明瞭であった り,契 約範囲に伴 う権利

と義務 に対す る認識が不足 していると,契 約の履行や

終結において係争に発展す る場合が よくある.

このよ うな背景か ら,契 約範囲の変更や解釈の相違

は原価のみ ならず工程や品質の確保にも影響す る.

出来るだけ簡単にして要を得た記述を用い,発 注者

と受 注者 が共通 の理解基盤 に立 った契約 に至 ること

が建設マネ ジメン トの要諦である.

(1)契 約範囲に関わる係争

(事例その2:元 請け⇔下請 け⇔メーカー間の紛争)

筆者 らは鋼桁の製作者であったが,元 請からの要請

によ り現場継手用ボル トの供給 も契約範囲とした.い

わゆ る調達 の代行だ けを範 囲に含 んだつ も りで あつ

たが,契 約の不備 によ り以下のよ うな係争に巻 き込 ま

れた.

a)契 約関係

日本 の下請B社 が米国の元請A社 か ら鋼桁 の製作

と輸送を請 け負 った.こ の契約の範囲には現場継手用

図-2契 約関係概略

ボル トの供給 も含まれていた.B社 はボル トの供給を

商社であるC社 経由,ボ ル トメーカーのD社 へ発注 し

現場へ直送 させ る契約 をおこなった.(図-2)

b)引 渡 し完了

B社 は契約通 り,鋼 桁 を現場に納人 し,ボ ル トも期

目までにD社 か ら直接現場へ搬入 し,引 渡 しはいつた

ん完了 した.

c)不 具合発生

しか し,A社 が,現 場でボル ト締 めを開始 し軸力を

入れ た後,緩 んでいる箇所が発見 された.A社 は,発

注者 の検査官 より製品不合格の通知 を受 け,早 速C社

へ連絡 をした.実 際のメーカーであるD社 は速やかに

現場へ出向き確認 したが,原 因を特定できなかつた.

しか し発注者 からの不合格通知は覆 らず,D社 は独

自判断で全てのボル トの リコールを決め,新 たなボル

トを供給 した.A社 は,D社 の リコール を基に,施 工

済みボル トを含 め全てのボル トを取 り替 えた.取 替え

後のボル トには問題が発生 しなかつた.

d)損 害賠償 請求

その後,A社 はB社 に対 してボル トの取替 え費用や

現場 の遅れ等の費用発 生を理 由に後掛か り費用 を請

求 した.B社 はそのままC社 へ求償 したが,C社 は一

切応答せず,メ ーカーのD社 へ繋いだ.

D社 は 「無償で新 しいボル トの供給に応 じたのでそ

れ以上の支払いには一切応 じない」 と主張をした.ま

た,交 換についてもrA社 の担当か ら指示 された期 日

に交換ボル トを搬入 してお り,遅 れ等の費用について

も負担する立場にない」 と主張 した.

一方
,A社 は 「契約主体であるB社 は,契 約仕様書

に定め られ た通 り発 注者 が拒絶 した材料 を無償 で交

換 し,交 換に要 した諸費用 を負担する義務がある.従

い,B社 は不合格 となったボル トに起因する損害をす
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べて賠償す る責任 を負っている」 と主張 した.そ の結

果,A社 はB社 に対 し 「B社契約額か ら当該損害額 を

差引 く」 とい う通知を出 した.

e)訴 訟へ発展

B社 がC社 へA社 同様の通知 を行 ったところ,C社

は地方裁判所へ免 責な らび に第一義責任者への求償

権を求め,契 約関係 にあるB社 とD社 を相手に提訴 し

てきた.B社 は契約上C社 と同 じ立場を取る方針を決

め,A社 とD社 間での解決 を促す為,A社 を含 めた横

断的 クレーム12)(Cross-Claim)を 訴訟 した.A社 は,

B社 のボン ド(Performance Bond)を 発行 した保険会

社も巻 き込む対抗的クレーム12)(Counter Claim)を

申立 て,訴 訟 は泥沼化 した.

f)調 停への切替

当事者(全 て代理人弁護士)間 の協議によ り費用及

び時間負担の少ないMediation(調 停)へ 移行す るこ

とを合意 し,裁 判所へその旨を申立て裁判官 より承認

が下 りた.こ の時点ですでにC社 による提訴後7ヶ 月

が経過 していた.裁 判所の指示 による調停 の 日程は次

の様 になった.

・ 裁判所の指示か ら約1～2ヶ 月で調停人の決定

・ 約1ヶ 月以内:関 係書類 を全 当事者間で交換

・ 約3ヶ 月以内:証 人や有識者 の候補 リス ト提出

・ 約5ヶ 月以内:調 停 開催

・ 約10ヶ 月以内:(調 停不調和の場合)新 事実を含

めた全ての証拠書類 の提出.

・ 約1年 後:裁 判(第 一回 目公判)の 日程決定

g)事 実 関係

調停人の選出後,交 換 された関係証拠書類から以下

の事実関係 が確認できた.

①A社 は現場継手の溶接 を実施す るまえにボル トを

締めていた

② 締めたボル トの余長分が僅かに仕様 より長かった

③ 施工要領書には仮 ボル トを使用す る記述 がなかっ

た

④ 最初搬入 されたボル トは、製作 中,多 重 な亜鉛メ

ッキによる水素脆性 の疑 いがあった

⑤ 全量 リコール はD者 の単独判断であった

⑥A社 はボル トの取替え作業費をB・C・D社 へ求償

す る

⑦ 各社は弁護士や専門家費用の求償 を互いにする.

h)調 停 当日

図-3契 約関係概略図

朝9時 から調停人を介 して全当事者 が集結 し調停が

開始 された.ま ず,各 々の主張 を説明した後に,調 停

人は,各 社 ごとに個別会議 に入った.調 停人は,個 室

の各社を回 りながら,係 争 を発展 させた場合の費用対

効果 を示唆 しながら,各 当事者 の主張の弱点を指摘 し,

各社 に譲歩を求めた.最 終的に大方均等な妥協 を引出

し,同 日の午後8時 に調停は終了 した.調 停 に要 した

時間は11時 間であ り,ス ピーデ ィな調停が可能であ

ることを実感 した.

i)調 停結果

D社 は専門家 を使 い水素脆性 の可能性は無い こと

を証明 し,且 つ、A社 が通常行われている仮ボル トを

使用 していない事、現場溶接前 にボル ト締 めを行って

いるとい う不備 の証拠を示 した。その結果、A社 は後

掛か り費用 の大半を放棄する結果 となった.B社 は,

C社(D社)へ の発注指示書の細微な不備や今後の係

争費用を考え,費 用の応分の負担に合意 した.C・D

社 は多額の弁護 士や 専門家 の費用 を 自己負担 とす る

一方
,追 加補償 の支払は免れた.こ のよ うな形で和解

が成立 した.

(2)契 約範囲に関わる係争

(事例その3:元 請 け⇔下請 け間の紛争)

追加の製作工事を請け負 つたが,契 約範囲の解釈 が

拮抗 したため,追 加製作費 を巡 って係争 となった事例

である.(図-3)

a)契 約交渉

日本の下請B社 は,米 国の元請A社 か ら鋼桁の製作

と輸送を請 け負った.入 札時,B社 が提出 した見積条

件には 「鋼桁 に添加す る架設用資材 として○○ トンま

でを価格に含む.そ れ を上回る量については価格に含

んでいない」 とい う一文を挿入 した.

b)契 約
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架設用資材の供給量については,そ の後 も特に議論

され ないまま契約 に至った.最 終的な契約書の表現は

「架設資材の供給もこの契約 に含む」 と単純化 され,

見積条件書 に示 した数 量や付帯条件 は記載 され なか

った.

c) 追加範囲の要求

B社 による鋼桁製作が開始 されて数 ヶ月後,A社 の

現場架設要領が固まった.そ れ に基づき,A社 はB社

に架設資材の製作 と取 り付けを要請 した.そ の必要数

量はB社 の見積時数量を遥かに上回る ものであった.

d) 解釈論争

B社 は見積 時の数 量 と決定数量 の差分 を追加費用

とし,A社 に要求 した.A社 は契約の範囲内であると

して譲 らず,契 約書の条項を盾 にB社 の見積時数量を

承諾 しなかった.B社 はこれを不服 として差分数量の

製作を中断することをA社 へ通告 した.

e) 社外 コンサルの起用

交渉は数 ヶ月に及び平行線をた どった.そ こでB社

は,米 国建設業界 に精通 しているコンサルタン トと弁

護士を起用 し,契 約諸条件の解釈並びに訴訟 に到 る場

合のケーススタデ ィを行 った.こ の結果,B社 による

要求が妥当であることを検証 し,直 ちに請負金の増額

を承認 しない限 り納入期 日を保証 しない旨通告 した.

f) 交渉決着

B社 は,こ のクレームに起因する工期遅延 に関わる

要求を放棄す る代わ りに,見 積時の数量を超過す る差

分 については請負金 を増額する とい う決着に到 った.

(3) 契約範囲関連のク レームに関する考察

事例2か らもわかるように,単 なる規格ボル トの調

達仲介 を請 け負 ったがために係争 に巻 き込 まれ る場

合がある.そ の結果,自 己防衛のための弁護士並びに

その他人件費等の諸経費が発生 した.

その費用が,当 初予算 の想定内に収まれ ばよいが,

大きな係争 に発展す ると工事の損益 に悪影響 を与 え

かねない.仲 介 とはいえ,十 分留意 して契約条項 を煮

詰 めることの必要性 を認識すべきである.

また,調 達のための発注指示書が原初契約 と異なる

条件 とな る場合,原 初契約 との整合性 を満足 させてお

くこ とが リスクヘ ッジとなる.

事例3は,文 書による確認 を怠 ったために係争 にな

った事例である.「 見積時に提出 してある」あるいは

「契約交渉時に口頭で議論 し理解 している」等のひ と

りよが りは危険である.契 約書の文章 として反映 され

ない限 り,権 利を主張す るに当た り多大な労力を要す

ることを肝 に銘 じるべきである。

この事例の場合,見 積条件書を契約の一部 とするか,

契約書 の中に明記すべ きであった ことは言 うまで も

ない.

米国では原初契約 か らの変更 につい ては発注者か

ら書面 で確認 を得 てお くことが基本である.さ らに,

契約変更と思われる出来事が予見 される場合には,規

定通 りの期 日内に契約変更 を要請す る通知 を怠 らな

い ことも基本である.こ の点,発 注者の口頭指示だけ

で実質的 な契約変更が生 じる場合 もある 日本の契約

内容 は,国 際的 には通用 しないだろ う.

カ リフォルニア州の標準仕様書1)で は,

① いかなる変更 もエ ンジニアからの書面による指示

でなければ,請 負者は発生 した費用 を請求す る権

利 を 持 た な い.(Standard Specifications

4-1.03D:以 下SSと す る.)

② 発注者 に起因す る変更が発生 した 日か ら15日 以

内にその出来事に起因す る時間的 ・費用的影響の

概算 を書面で、請負者は発注者に通知 しなければ

ならない.又,斯 か る工事作業を始 める前に提出

しなければ,発 注者が追加費用や時間の延長 を認

めない十分な理由 とな りえる.(SS 9-1.04)

③ 至急 を要す る場合は,請 負者はForce Account(掛

高,時 間で精算す る取 り決 め〉で発注者の指示に

基づ き作業実施 しなければな らない.(SS 9-1.03)

④ 発注者は、虚偽 の請求行為に対 してはクレーム請

求額 の3倍 を原告側に支払わせる事が出来る.(GC

Sec.12650-12655)

と明記 されている.

以上のよ うに,日 本 と異な り米国では当初契約か ら

変更 が生 じる場合 は,請 負者 はそれ に起因す る金銭

的 ・時間的な影響 を期限内に発注者へ通知 し,そ の後

の損害賠償請求権 を留保 しておかなけれ ばな らない

ことがわかる.

これ に対 し,日 本では契約 内容の詳細を明文化せず,

『別途協議』 とい う表現を用いる場合がある.民 族的

文化あるいは信義則が背景 とな り,『 別途協議』によ

る合理的 な解決 を可能 にす る場合 が多いか らである

が,異 文化圏で活動す る場合 には別 の対応 と認識が必

要である.

―329―



5. 『契約精 神』に関わ る日本企業へ の提言

こ こまで筆者 らが実際 に体験 した三つの紛争 事例

を中心に,米 国の建設マネジメン トの一端を述べてき

た.こ れによ り,米 国のように契約に基づいた文化が

定着 している社会では,権 利 と義務 と責任が明確 であ

る一方,発 注者 と請負者 の立場 が対等であることや,

契約 マネジメン トの目的が"経 過 を透明化す るプロセ

ズ"で あることが解明できた.さ らに,経 過を見せ る

契約 マネジメン トは,納 税者 である国民に対す る説明

責任 を果たす機能 を負っていることがわかった.

このよ うな米 国の契約マネジメン トの実態 を研 究

し,で きる範囲内で 日本への導入 をはかるがことが望

まれ るのは言 うまでもない.他 方,特 殊 な風土に根 ざ

した特殊 な建設業界 が成熟 している と言 われ る 日本

の建設業が,米 国内あるいは第三国において欧米 と伍

していくために,何 を改善すればよいか.

ここでは,民 間企業の立場か ら努力できる具体策を

提言 してみたい.

(1) 米国の大学教育への参加

米国の大学の教育理念は,い わゆるアメリカ実用主

義に立脚 してお り,と りわけ大学 と社会 との緊密な連

携 を重視 している14).工 学教育 も実用的な視 点か ら研

究課題 を選び,積 極的に社会環境や地域社会 に対す る

サー ビスに働 きかけるものでなければな らない.一 例

として,カ リフォルニア大学バー クレー校の都市環境

工学科のカ リキュラムを抜粋する15).

A. プロジェク トマネジメン ト工学

B. 国際建設工事及びエンジニア リングにお けるマー

ケテ ィング とマネジメン ト

C. 建設工事における自動化

D. プロポーザルの準備 とプレゼ ンテー ション

E. 工程計画並びに資源配分

F. リスクマネ ジメン ト

G. プロジェク ト評価 と資金調達

H. エンジニアのための法律学

いかにも実践的であることがわかる.こ のような実

践的教育を受 けた学生が社会人 とな り,建 設 に関わる

さま ざまな分野 で役割 を果た しているのが米国で あ

る.

そ うした社会に受け入れ られ,ビ ジネスにおいて対

等な立場 を主張す るためには,米 国式の大学教育を熟

知す ることがもっ とも有効な人材の促成栽培である.

日本の企業の場合,企 業留学制度 を取 り入れてい る

ところも多い.だ が大半はきわめて細分化 された専攻

分野の研究を目的 としてお り,上 記のよ うな広汎なマ

ネジメン ト研究のための制度は少 ない.

専 門的研究 を 目指 した海外留学制度 を否 定す るも

のではないが,グ ローバル な展開を企図す る企業であ

るならば,即 戦力 として実務に適用できる教育に力を

注 ぐべきではないだろ うか.

(2) ア ドミニス トレーターの養成

日本企業がODA等 で海外工事 を行な う場合,ア ド

ミニス トレーター とい う職位 を設定する場合が多い.

一般 に日本が資金提供するODA案 件では
,現 場が

海外であることを除き,大 半の要領 と手順は国内工事

と類似 してい る2).こ のため,特 別な専門知識や高度

なマネジメン ト・スキルがア ドミニス トレーターに求

め られ る場合は少 ない.い わば,ア ドミニス トレータ

ーは 『総合管理官』 として技術分野を除 く広範な業務

分野 を単独 あるいは少数で委任 されている.

一方
,米 国内での建設工事を初 め,国 際競争入札を

基本 とする建設契約においては,ア ドミニス トレータ

ーの責務 は重大である.ODA案 件の場合 のように,

ア ドミニス トレー ター が総合管理す る体制 は危険だ

といわざるをえない.

標準的 な米 国元請 の工事推進組織 の例を挙げると,

ア ドミニス トレー ター の役割は以下の様 に専 門化 し

高度に分類 されている16)17).

① Contract Manager(契 約管理責任者)

② Office Engineer(工 務技師)

《文書管理 ・事務所運営含む》

③ Cost Engineer(原 価管理技師)

④ Accountant(会 計 ・税務)

⑤ Estimate Engineer(見 積技師)

⑥ Schedule Control Engineer(工 程管理技師)

⑦ Procurement Engineer(調 達技師)

⑧ Public Relation Manager(広 報,Web担 当)

各分野は兼務ではな く,そ れぞれ専門担当者が対応

している.こ れに加 えて弁護士や クレーム コンサル タ

ン トを適宜活用 している.米 国元請が契約マネジメン

トを如何に重要視 しているかが理解できるだろ う.

日本 の企業が工夫すべきプ ロジェク ト組織 として,
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ア ドミニス トレー ター機能 の分析 と再配置 を促 した

い.

(3) 社外コンサルタン トの統治

昨今,日 本の企業が国外で活動する場合,外 部の専

門家や外国人 コンサル タン トを雇用す る事例が増 え

てい る.

その一方,雇 用 した専門家や外国人 コンサル タン ト

を十分に活用できず,内 部摩擦が生 じ,場 合によって

は短期間で解雇す る事例もある.筆 者 らが知る外国人

コンサル タン トたちの中には 「日本の企業の対応はア

ンフェアだ」 と漏 らす人 も少なくない.

外 国人 コンサル タ ン トや外部専 門家 を上手 に活用

するためには,ど んな点に留意すべ きだろうか.そ れ

をここで考 えてみたい.

第一の要諦は,雇 用の時期である.プ ロジェク トの

初期段階,で きれば契約交渉の時点か ら起用す ること

が有効である.な ぜな ら,契 約後では優秀な コンサル

タン トや弁護 士であって も状況 を完全 に覆 す ことは

できないため,費 用対効果を発揮 しに くいか らである.

第 二は,外 国人 コンサルタン トや外部専門家 との接

触役 を固定す ることである.で きれば一対一対応 が望

まれ る.外 国語 を理解できることと外 国人の助言を活

用できることは似て非なものである.彼 らの提言や見

解を的確 に理解 し,自 ら問題点を掘 り下げ られ る接触

役でなければ,外 国人 コンサル タン トや外部専門家 と

意思疎通す ることは大変難 しい.

高給で識見が高い彼 らを上手に活用できれば,費 用

に倍する効果を生むごとができる.彼 らを統制できる

仕組みづ くりこそ,今 後 日本企業が研究す べき第三の

課題 であると考える.

6. おわ りに

筆者 らの一人は,約30年 米国の橋梁建設工事に関

わってきた.そ の間,元 請者,JVパ ー トナー,エ ン

ジニアリング ・コンサル タン ト,下 請者 として多 くの

立場 を経験 した.初 期には右往左往 したが,多 年の効

用のせいか近年は漸 く米国の建設契約 の要諦が理解

できるようになっていた.

一方
,他 の二人の筆者 は長 く国際工事の経験 は有す

るものの,米 国の建設契約は初めて遭遇す るものだっ

た.二 人は,本 工事の後半か ら米国内に常駐 し,ク レ

ームの提起 と解決に専心 した.そ の過程で,多 数の米

国人弁護士や米国人 コンサルタン トを起用 し,彼 らと

の共同作業 を経験 した.ま た,ク レームの諸段階で発

注者や元請 との協議や折衝 も経験 した.両 方の体験 を

通 じ,短 期間に米国の契約精神に習熟す ることができ

た.

その結果,本 稿の事例 で示 したように,契 約の権利

と義務 を遵守 しつつ対手か ら損害賠償を求償する契

約マネジメン トにも精通す ることになった.今 後,日

本 の建設業が国外に場 を求 める機会が増 えるにつれ,

このよ うな体験 を積む 目本人技術者が増加 し,そ れを

自企業の意識改革に活用 してい くな らば,目 本の建設

業のグローバル化は大いに促進 される.こ の点で,本

稿がこれか ら初めて国外工事に取組む技術者の参考

に供す るならば幸いである.

米国の建設工事では,ク レームによって求償できる

請負金変更は少 なくない.時 には,原 初の契約金額に

相 当す るほ どに上る.企 業の損益にとって甚大な影響

を与える.無 論,筆 者 らが求償 した金額 も小額ではな

い.こ れ を逆に言 うと,も し契約マネジメン トについ

て無知であれば,当 然得 られたはずの利益 をみすみす

消失 させて しま う結果 になる.

契約マネジメン トに関わるスキルを向上 させなけ

ればな らない理 由がここにある.そ のためには,日 本

人技術者が欧米の技術者に伍 して交わ り,正 しい知識

や論理あるいは契約精神や議論戦略によって,対 等な

立場で折衝や交渉 に臨めるよう研鑚すべきである.

なお,本 稿をまとめるに当たり,東 京大学小澤一雅教授

から貴重な助言を多くいただいた。記して謝意を表する次第

である。
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Eyes on Contract Management through Variety of Claims

By Yuji NAKAMURA, Masahiro YANAGIHARA and Yoshiki KOHAMA

Claims are popular in construction industry of the US. However, few Japanese exercises real claims. Claims are not mere 

" complaints" nor "demands" for money increase
. They are results of accumulated logical contract rights and a stock of 

proven contractual facts. 

This paper attempts to contribute to verify how the claim can be initiated, processed and terminated. Also, various 

practical methods to resolve claims during and/or after the Contract are discussed. 

Finally, the paper proposes what in Japanese Contractors shall be improved for them to accord with and compete to the 

U.S. Contractors.
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